























































































































芽」を確認することを目的 した考察をする。そしてこ 考察を通じ 、処分性拡大判例がどの程度まで、判例法上「根付いた」現象であるのかを確認し 今後の をめぐる判例動向を予測するに当たっ の一助とすることとしたい。　
もっとも、一口に処分性肯定判例といっても、下級審裁判例を含めて数多く存在する。筆者の能力や紙幅の都合
からして、これらの判例を網羅的に、かつ 本稿 みでもって十 に検討 尽くせるも ではない。それゆえ本稿では、考察対象を限定して、 「土地利用計画」をめぐって処分性が肯定された 次 三つの「最高裁判決」 採り上げることとする。すなわち、 「土地区画整理組合設立 可」 処分性 肯定 た最 昭和六〇年一二月一七日
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互の判決内容につき比較分析をする作業が相対的に容易であり、そ 結果 処分性肯定判例としての特徴を引き出しやすいのではないかと った見込みもある。　
以上、かなり便宜的な理由から、本稿では「三最判」を選ぶわけであるが、この対象選択 限界については、本
稿を締めくくる際に らため 確認することとして さし たり本稿 三最判を分析する視角を提示しておこう。本稿では、まずもって三最判相互間の判例法上の論理的な位置づけ、ないしは 相互関係がいかなるものであかという視角
（①）
を中心に分析していく。というのも、処分性を肯定する三最判の議論はそれぞれ異なってお































最判を分析するに当たり、従来からの筆者の処分性拡大判例研究を踏まえて、三最判の“解釈手法”と、その解釈手法を支える“認識枠組み”がいかなるものかという、 「二段構え」の分析方法を用いることとする。というのも、この分析方法を用いることによって、処分性拡大 例をめぐる従前の筆者の考察内容と、処分性肯定判例をめぐる本稿の考察内容との＇接続＇が可能となり そ 結果として 処分性肯定判例と処分性拡大 例 の間にあ異同を、効率よく浮き彫りに こと できるようになると思われるからである。
























































































成立させ、当該組合に対し区画整理の施行権限を付与する効力をもつゆえ 、 性があ する
（
25）。また⑵は、設
立認可の効果が組合員に対して及ぼ 影響を論じ、上告人につき無効確認訴訟の原告適格 肯 する
（
26）。ここで注目
すべきは⑴と⑵の関係である。判決理由からすると ⑴ もって処分性 裏付け 論が終わっている にも読め、⑵はあくまでも原告適格を裏付ける議論にすぎないように読める。 し⑵は、処分性 裏付けるための追加


































































である。よって「計画決定」と 施行認可 とは、一連の改良事業手続の中で占める位置・役割を同じくするから、施行認可も計画決定同様、行政処分としての性格を有する。それゆえ につき争訟規定を置 土改法は、施行認可の処分性をも認めるものである。　
⑷ただし土改法上、施行認可については、計画決定とは異なり、明示の争訟規定が設けられていない。これは立











かつ異議申立ても退けられると、工事が実施されてしまうことなどを理由に、 「計画決定」の処分性を肯定し、⑴の争訟規定の趣旨もこの点にあ する。さらに⑶は、⑴⑵で述べてきた「国県営」であれ、あるいは、本件事案で問題となった「市町村営」であ 、いずれの改良事業もその性格・手続が同じことを指摘す
る（
32）。そして、 「国県












































































































が生じるとする。いわば どちらの行為形式であれ、それがなされること よって 市町村を て「収用権限」を取得せしめ こととなり、また土地所有者等に対して、所有地等を「収用されるべき地位」 立たせる効果を生じ
処分性拡大判例の系譜〔髙木　英行〕
36

























































て、設立認可の場合 権限をもった「施行主体」が成 するとともに、権利とされつつも――その行使を怠るこにより生ずる不利益の甘受を余儀なくされるという意味 ――義務の側面をも持つ、組合員たる「法的地位」が強制的に生じてしまうことに着目する。そしてこれらのこ から、設立認可 より個人の具体的な権利義務が変動していると結論づけ
（
50）。もっとも、設立認可によって特定の組合員に不利益が生じるとしても、それが具体化され
るのは仮換地指定や換地処分等 段階であるから、こ ら後続行政 段階で争えばよいと 指摘もあるが、石川氏は、組合員の諸権利を定め ことにより組合員 地位を保護しよ とした整理法 趣旨 沿わないとして反論する。　
以上の原田・石川両氏の議論、さらには前章で指摘したポイントを踏まえながら、六〇年最判の解釈手法の特徴














もって――宅地所有者等の法的地位の変動を裏付けるという議論は、あまりにも一般的・抽象的な権利義務の変動要素に着目して処分性を肯定してしまっているように思われるからである。それゆえ、本判決が四一年最判や三九年最判を変更していないこ を踏まえると、組合役員選挙権や組合経費分担義務等の個別具体 な権利義務の変動が生じることをも、文脈上黙示的・先取り に踏まえた上で、宅地所有者等に係 法的地位の変動を認めているものとみるのが妥当であると思う。　
さらに、以上を踏まえた上で、六〇年最判があくまでも「設立認可」という一つの行為形式に着目して、かつ、
その根拠となった法律規定 素材 し がら、法的地位の変動、すなわち行政行為としての法的効果を認めようとする解釈手法を採用していることにも留意すべきだと考える
（
55）。というのも、理論上、本判決の事案で処分性を肯定
するとしても、後に紹介する六一年最判や四年最判の解釈手法のように、 《後続する》 政処分――例えば「仮換地指定」や「換地処分」――を待つまで なく、設立認可段階で紛争が成熟しているという論拠でもっても
（
56）、ある





















































氏によると、六一年最判は、土改法八七条六項 七項及び一〇項という実定法 規定上、国県営事業に係 「計画



































たがって、施行認 段階で 取消訴訟というかたちでの権利救済の必要 はないともい 。 っとも以上の議論にもかかわらず、結論として中本氏は、土改法の規定の仕方
（同法八七条六項、七項及び一〇項）
からすれば、施行
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けではない。むしろ連辞的解釈を通じて「計画決定」の処分性を肯定するに当たっては、土改法の争訟規定について、綿密にその手続の意義が分析されている。また、連合的解釈を通じて「施行認可」の処分性を肯定するに当たっ も、 「国県営」事業と「市町村営」事業との間での、改良事業とし の手続の類似性が、関連法規定を手掛かりに論証されるとともに、この論証に対する反証の余地、施行認可につき争訟規定がないことをめぐっても、あらかじめ関連法規定に照らして反論されている
C。
　
このように六一年最判をめぐっては、 「連辞的解釈」 ・ 「連合的解釈」がなされているわけであるが、しかしそれ













































等が「収用されるべき地位」 立たされるという理由は、前者 理由の具体化ではあるもの 、付け足しともみられうるとして、本判決での計画決定と事業認定 の同一視論 重要性に着目する。これに対し安本典夫
（
84）氏は、計画
決定段階で再開発事業を進めることが確定され、その目的のため 収用権が設定され、地区内権利者が「収用されるべき地位」におかれる点では、都開法上の「計画決 」も収用法上 「事業認定
（
85）」も基本的な相違はないとする
とともに、四年最判 個々の財産権等に対する具体的な変動 はなく、 「それを必然的に迎える 位 現におかれた」 いうことをもって処分性を肯定したこ を重視す
（
86）。














上で福岡氏は、四年最判 、 「計画決定」と「事業認定」とで同一の法律効果が生ずることを理由として、 「計画決定」の処分性を肯定しているこ
と（
90）を確認する。そこで、四年最判が「事業認定」の処分性を肯定する理由である









































く「計画決定」段階で、紛争が成熟してしまうという議論がある。もっ も、 「収用裁決」と う行為形式 ついて、判決理由が明示的に指摘 ているわけではない。ただし二審判決 は、計画決定の効果につき、 「効果は私権の即時消滅という最終的変動 はな 、いわば収用裁決を条件事実とする停止条件
（付款）
の設定に似た法律効
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ここであらためて、六一年最判 の比較のもとで、四年最判の議論 整理しよう。四年最判は、 「収用されるべ















































両議論のうちの、 「連辞的解釈」の背景にあ 「紛争の早期成熟」 仕組み 共通する問題関心を持った議論であ















られ 地位”論を追加的に持ち出したのではなかろうか。したがってこの見方からすると、四年最判が、 “選択を迫られる地位”のみで処分性を肯定すること でをも意識してい との理解には疑問がある。　
さいごに、本節の検討を終えるに当たって、四年最判全体の理解についてまとめておこう。まず⑴⑵では「計画

















を考察してきた。あらためて三最判全体の考察結果をまとめると、まず六〇年最判は、係争行為である土地区画整理組合の「設立認可」そのものに着目し、それが「行政行為」としての法的効果を有するかという点に関して、根拠となった法規定 ありようを中心に探究するといった解釈手法を採用 いる。その限りで 六〇年最判は、オーソドックスな 行為形式準拠主義」の認識枠組みに立っていた。　
他方で、六一年最判と四年最判は、 《係争行為と他の行政行為との関係》を踏まえて処分性を肯定していた。一









も「連辞的解釈」ないし「連合的解釈 を採用していることに留意せねばならない。もっとも 両最判で処分性の肯定にいたるに当たっては、これら行為形式間の関係と った＇形式的な＇側面が決め手となったわけではないむしろ、両最判それぞれの《連合的解釈》においては 行政主体と関係市民との間で、 「施行認可」をめぐる紛争





















































































定判例のうちでも、土地利用計画をめぐる最高裁判例に絞って考察して た。す わち 〇 、六一年最判四年最 について、それら三最判相互の関連性 中心に、四一年最判から二〇年最判に到 土地利用計画の処分性をめぐる判例の流れや 処分性拡大 例一般との関連性を踏まえつつ、 「解釈手法」と「認識枠組み」という両面から分析をしてきた。この分析の結果として、以下 ような〈系譜〉が浮かび上 ってきた。　
まず四一年最判では、 「計画決定」の処分性が否定され、その後この判断枠組みが土地利用計画 処分性 めぐ





を行ない、かつ、 「紛争の早期成熟」という行政過程の手続構造を踏まえて連辞的解釈を行なった上で、 「計画決定」の処分性を認めている。この点、六一年最判同様の解釈 法を採用しているわけだ 、しかし認識枠組みの面では、あくまでも法令上の仕組みに依拠する六一年最判とは異なり、むしろ「行政過程の構造」にまで依拠する二〇年最判につながる考え方が踏まえられている。 はいえ、四年最判と二〇年最判との間でこのような認識枠組みの面で共通性があると っても 二〇年最判 場合には「実効的な権利救済」という議論が前面に押し出されており、したがって具体的 解釈論の面では違いもある。　
以上述べてきたように、土地区画整理事業計画決定の処分性につき四一年最判を判例変更して肯定した二〇年最
































らの解釈学的研究をしてきたにすぎない しかし がら、土地利用計画争訟 関しては、立法論 含め、より広い視野からの議論ができるのであって また現 学説でもなされてき い ところでもあ
（
121）。したがって、こういっ













処分性があるか否か、すなわち「行政行為」と言えるか否かを判断するに当たっては、①講学上の行為形式分類、②法令上の仕組み、③行政過程の構造の三つの観点を重層的に踏まえてい との仮説を示してきた。もっとも、このような 解釈に係る認識枠組みが、 「行政行為」概念のあり方、 「公権力の行使」概念のあり方、さらには「行政法総論」のあり方に対してどのような理論的含意をもつのかという点に関しても、引き続き研究課題としていきたい
（
122）。





























橋本博之『行政判例と仕組み解釈』 （弘文堂、二〇〇九年）一頁以下等がある。筆者（髙木）は、処分性判例が採用しているとされるこの仕組み解釈なるものが、いかなる「認識枠組み」を前提としたものであるのか、換言すれば、仕組み解釈のいう「仕組み」とはいったいどんなことな かと った問題意識に立って研究を続けてきたことになる。関連して橋本同書九二頁以下参照。なお原田尚彦「行政事件訴訟における訴えの利益」 『環境権と裁判』 （弘文堂、一九七七年）二九一頁では、 「従来の訴えの利益論は、裁判所が表面的な理由づけに用いるところ 、カズイスティークな法解釈のみを重視しその分析に没頭 きたため、法解釈のかげにかくされている裁判所の実質的判断要素の考察がおろそか され、そのため訴えの利益の本質が見失わ きらいがないではなかった。この点の反省は、極めて大切な では いかとおもう。 」と述べた上で、 「表面的な法解釈にで なく紛争類型や当事者の利益状態などを実証的に分析し、裁判所 何をもって訴えの利益の有無を決する実質的な決め手としているのかまたいくべきものかを検証していく とがもっとも肝要であり そうす こ がとりも おさず訴えの利益の判断要素を科学的に評価し解明して く方途ではないか 考える」と指摘 。 んにち処分性拡大判例を分析するに当たっても重要 指摘であると思われる。
（
8）　
なお藤田宙靖『最高裁回想録』 （有斐閣、二〇一二年） 【以下藤田『回想録』 】八九頁は 近時の処分性拡大判例の状況や、平




なって争われた私人間 「民事訴訟」 関 、当該裁決につ 取消訴訟の排他的管轄（公定力）がはたらくゆえに、民事訴訟を通じ うことができな という理由でも 原告を敗訴させた（関連して最近の日の丸・君 代事件（最 平成二四年二月九日：民集六六巻二号一八三頁）も参照） 。また 取消訴訟 出 期間（行政処分 あっ ことを知ってから原則六ヶ月以内）を過ぎてから、原告が違法 行政処分からの救済――無効確認 等（行訴法三条四項）を通じて―― 受ける めに 、その行
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二五五頁以下並びに三二八頁以下、安本典夫『都市法概説』 （法律文化社 二〇〇八年）一五九頁以下並びに二七八頁以下、生田長人『都市法入門講義』 （信山社、二〇一〇年）一四五頁以 等参照。なお本稿で引用する、土地区 整理法、土地改良法、都市再開発法に係る 律条文は、とくに断りのない限 判 時点のものと 。









 換地処分の研究』 （酒井書店、一九七九年） 、同編『土地区画整理法





 下』 （一粒社、二〇〇〇年） 【以下大場『縦横下』 】 、国土交通省都市・地域
整備局市街地整備課監修／土地区画整理法制研究会編著『逐条解説




現行整理法上、区画整理を施行できる 施行主体 は、個人、土地区画整理組合（いわゆる「組合施行」 ） 、区画整理会社、都


















































 上』 （一粒社、一九八九年） 【以下大場『改良上』 】 、同『新
版
 土地改良法換地
 下』 （一粒社、一九九〇年） 【以下大場『改良下』 】 、森田勝『要説
 土地改良換地』 （ぎょうせい、一九九二年）

























 都市再開発法』 （ぎょうせい、二〇〇三年） 、同研究会
編著『わかりやすい都市再開発法』 （大成出版社、二〇〇七年） 、国土交通省都市・地域整備局市街地整備課監修／土地区画整理法制研究会編著『 〔逐条解説〕都市再開発法解説［改訂七版］ 』 （大成出版社、二〇一〇年） 【以下『逐条都開法』 】等参照。また区画整理・土地収用・市街地再開発の相違について、例えば『五〇講』 ・前掲注（
20）一一頁以下（坂田隆史）や安本典夫「都市再開
発法の構造」 『都市再開発・不動産取引と法』 （有斐閣、一九七九年）一七頁以下も参照。さらに「公用権利変換」 いう統一的な概念のもと、区画整理・土地改良・市街地 を整理するものとして 田中二郎『新版
 行政法
























































なお一審判決は、収用 「事業認定」に相当する二種事業の行為形式と て、都道府県知事の行う「設計の概要 認可」
を挙げる一方、両事業手続の制度的相違を踏まえて、当該認可を事業認定と同一に論じて処分性を認めようとする議論を否定する（事業認定の処分性が肯定されてきたことについては後掲注（
85）参照） 。これに対して二審判決は、設計の概要の認可によって補
充された「計画決定」と、 「事業認定」とが対応す と理解した上で、前者の処分性を認める。もっとも最高裁判決ではこの議論に関しては明確に論じられていない。小池晴彦「判批」平成四年行判解説（一九九四年）二九八頁参照。ただし安本典夫「判批」民商一〇九巻一号（一九九三年） 【以下「安本最判」 】一二七頁以下も参照。
　　
そのほかこの議論に関連して、例えば岡村周一「判批（一審） 」判評三四四号（一九八七年）一六三頁、村上裕章「判批（一

































































もっとも小高剛「判批」ひろば四六巻三号（一九九三年） 【以下「小高四年」 】六一頁は 六〇 で問題となった設立認可















































































































 改訂版） 』 （青林書院、二〇〇五年） 【以下藤田『総論』 】三七六頁脚注（七）
等も参照。なお国県営事業と市町村営事業との対比をめぐる議論に対しては、例えば島田・前掲注（
29）三三九頁以下が、国県営
の場合には明文の争訟規定があるところ、市町村営の場合にはそれがないということを重視すべきで、立法者が後者の場合に関しては処分性を認めていないと解釈しうる余地があること、また国又は県 施行主体となって自己決定する国県営事業と、知事の認可を要する市町村営事業とでは、事業手続や事業規模が異なるほか、不服申立て等の救済手続の規定の仕方も異なることを踏まえると、両者を同列に扱ってよ のか疑問の余地がある旨指摘する。さら 小高六一年・前掲注（
3１）一八九頁も、国県営事業に係
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（＝収用すること）を終局目的とするものであるのに対して、二種事業の場合は、対償として与えられる建築施設部分等を取得させることを終局目的とするものであり、収用はその目的のために用いられる 手段にすぎない。したがって、収用事業における事業認定と二種事業における計画決定とでは、その後に控えている「収用」の位置づけがまったく異なる。また②収用事業の場合は、事業認定告示後一年以内に収用裁決の申請をしないと、事業認定の効力が失わ という期間制限規定がある（ 法二九条）のに対して、 ではその規定があえて適用除外 されている。これは、二種事業の場合、収用事業と異な がなされるまでに長期間を要する場合がありうるこ を踏まえた措置である。したがって、収用事業において、 認定 なされる



















階で、法的地位への直接的影響 ある して処分性を肯定 た点に注目すべきとした上で 法的効果が及んでいるにもかかわ ず付随的効果として処分性を否定した四一年最判と比べると、四年最判は、 「争訟の成熟性」の判断を緩和し、従来 処分性概念を拡大したとみることができると指摘する。また安本最判・前掲注（
42）一二四頁も、四年最判の処分性解釈の特徴につき、救済の
必要性（訴訟事件としての成熟 ）を 係争行為自体の性格の問題として整理しているもの 理解する。 お藤原・前掲注（
37）



















がらも、三九年最判の「基本的枠組み」――「個人の権利義務に直接の法的影響を及ぼすか否か」という基準――を超えなかったとして、次のように指摘する。 「最高裁は、計画決定行為が事実上個人の利益に重要な影響を持つことを十分に意識し、これに対する法的救済の道が必要であることをも感じながら、如何にして右の『直接 法的影響』 説明し得る に、苦心を続けて来たものということができる。 」また夙に芝池義一「行政計画」雄川一郎ほか編『現代行政法大系
 第二巻』 （有斐閣、一九八四年）



































かについては明らかでないとしつつも、この点の解釈いかんが「一種事業」の計画決定 処分性 定に当たって重要であると指摘する。と うのも、一種事業の計画決定は、二種事業の場合とは異なって、収用法上の事業認定の効力は有しないものの、二種事業の場合と同様に、宅地所有者等を て、公告後一定期間内に選択を迫られる地位に置くから ある。









































































































クト型」という名称に言 換えて説明を進めている） 。本稿で検討してきた三最判は ずれも「非完結型」計画の事案に属する。「完結型」計画の処分性が争われた判例として、例えば用途地域指定に係る最判昭和五七年四月二二日（民集三六巻四号七〇五頁）がある。本判決は、用途地域指定につい 、土地所有者等に対し法令類似の 般的抽象的な権利制限をもたらすにすぎず、また指定段階ではいまだ紛争の成熟性もないとして、処分性を否定したものである。なお二〇年最判の射程が「完結型」計画の事案には及ばないとの理解に関しては、例えば二〇年最判に付されている藤田宙靖裁判官補足意見のほか、増田・前掲注（
111）四五六頁以
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